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（１）水道事業の沿革 

本市の水道は，良質な飲料水を求める市民の声に 

応え，大正５年３月に，国内で３１番目の水道とし 

て今市浄水場から市中心部への通水を開始しました。 

その後，本市水道の長い歴史において，第２次世 

 界大戦の空襲による水道部庁舎や各水道施設の被害， 

昭和２４年の今市地震による今市浄水場や導水管※50・  

送水管※41など重要施設の損壊を経験しました。 

それらの復旧工事とあわせて，市勢の急速な発展 

 に対応するため，昭和２４年度から復旧拡張工事を 

実施しました。 

 

その後も，町村合併による市域の拡大や水道需要

の増加に対応するため，６期にわたる拡張事業によ

り，新たな水源の確保と浄水場・配水場などの施設

の整備を進め，現在では市のほぼ全域を給水区域※11

としました。この間，昭和４６年２月に旧河内町と

給水協定を締結し，昭和４７年４月から給水を開始

しました。また，昭和５４年１月には，本市最大の

施設能力を有する松田新田浄水場からの給水を開始

しました。 

 

給水開始後，水道水の品質管理に積極的に取り組み，昭和６０年４月に厚生省より

「水道水のおいしい都市」に選ばれ，平成１７年２月には品質管理システムの国際規

格である「ＩＳＯ９００１」※69 を松田新田浄水場において取得，さらに，平成２０年 

１１月に県内で初めて，水質検査の精度と信頼性を保証する規格である「水道ＧＬＰ」※35

の認定を取得するなど，安心して水道水が利用できる環境づくりに取り組んできました。 

平成１８年には，今市浄水場旧管理事務所や戸祭配水場配水池などの施設が国の登

録有形文化財に指定されたほか，平成１９年３月に，市町合併により新たに旧上河内

町の区域も編入したことに伴い給水区域が拡大しました。 

平成２８年３月には，大正５年の通水開始から１００年を迎えました。 

 

 

 

 
松田新田浄水場 

 

今市浄水場旧管理事務所 

１ 上下水道事業の沿革 

第２章 上下水道事業の概要            
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【宇都宮市内の主な水道施設】 
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（２）下水道事業の沿革 

本市の下水道は，昭和３２年１２月に市街地の 

ほぼ中央を流れる田川の右岸地区において，公共 

下水道の事業認可を受けて管渠※6整備が開始され 

ました。昭和３７年１１月には田川処理場（現下 

河原水再生センター）の建設に着手し，昭和４０ 

年８月から下水の処理を開始しました。 

その後，市街地の拡大に伴い，昭和４４年には 

 市中心部の周辺地区へ事業認可区域を広げました。 

昭和４９年１１月には田川第２処理場（現川田水 

再生センター）の建設に着手し，昭和５３年６月 

に下水の処理を開始しました。 

また，市街化調整区域においても，昭和５６年１１月に大谷地区において特定環境

保全公共下水道※51の認可を取得して以来，整備を進めてきました。 

市南部地区においては，栃木県の鬼怒川上流流域下水道※65（中央処理区）により，

昭和６３年３月から下水の処理を開始しました。市東部地区においては，平成７年 

１２月に鬼怒川左岸の清原地区の認可を受けて清原処理場（現清原水再生センター）

の建設に着手し，平成１２年４月に下水の処理を開始しました。 

さらに，市町合併により，平成１９年３月から，新たに旧上河内町と旧河内町の 

区域を処理区域※31 に編入し，平成２７年８月には，昭和４０年の処理開始から５０

年を迎えました。現在，平成３７年度の下水道概成に向け整備を進めています。 

雨水対策については，市街地における浸水被害を軽減するため，平成１３年度から

緊急に整備を要する重点地区を定め，雨水幹線※2の整備を進めています。 

 

このほか，環境に配慮した下水道事業の推進に向け，下水の処理工程において発生

する汚泥の有効利用を図るため，平成１４年度から栃木県及び県内市町との共同事業

である栃木県下水道資源化工場などにおいて，汚泥の有効利用に努めています。 

 

また，平成２８年４月から，川田水再生セン

ターにおいて，下水汚泥消化ガス※14 を使用した

燃料電池式発電施設として国内最大級の能力を

持つ施設により発電事業を開始し，環境負荷の

低減を図るとともに，売電による下水道事業の

経営基盤の強化にも繋がっています。 

 

 

 
川田水再生センター 

 

下水汚泥消化ガス発電の起電式 

きょ 
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【宇都宮市内の主な下水道施設】 

 

 

大塚中継 

ポンプ場 
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（１）人口減少社会の到来 

   我が国の人口は平成２０年をピークに減少局面に入り，さらに，少子高齢化が進

行している中，本市においても，人口が平成３０年をピークに減少に転じることが

見込まれています。 

   このような中，節水機器の普及や，ライフスタイルの変化に伴う水道水の使用状

況の変化など複合的な要因により，使用水量が減少傾向にあること，また，今後，

人口減少が予測されることから，水需要※60 が減少し，上下水道料金収入の減少が

見込まれています。 

 

【本市人口の推移】   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【水需要の推移】   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 上下水道を取り巻く環境の変化 

440,000

470,000

500,000

530,000

2015 2020 2025 2030 2035 2040 2045 2050

推計 2018年：人口推計

ピーク

498,663人

（年

 

520,317 人 

（人） 

（年度） 

2034 年 
人口が 50 万人を下回る 

（年度） 

2018 年 
人口ピーク 

498,633 人 

推計値 実績値 

 基準年（2015 年）：507,032 人 

 基準年（2015 年）：184,373  /日 
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（２）近年の大規模な自然災害の発生 

ア 大規模な地震の発生 

平成７年１月の阪神・淡路大震災や平成１６年１０月の新潟県中越地震を踏まえ，

本市においては，計画的に施設の耐震化に取り組んできました。その後も，平成２３

年３月１１日の東日本大震災，平成２８年の熊本地震，鳥取県中部地震など日本各

地でライフラインを脅かす大規模な地震災害が発生しており，災害に強く，強靭な

上下水道を確立していくことが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 地球温暖化による気候変動 

局地的な集中豪雨が発生している中，浸水被害を軽減するため，雨水幹線※2の整

備などの雨水対策に計画的に取り組んできました。 

近年でも，平成２７年９月の関東地方北部における集中豪雨により，茨城県で鬼

怒川の堤防が決壊し，甚大な浸水被害が発生しています。本市においても市街地で

道路冠水が発生しており，今後も，局地的な集中豪雨の頻発が予想されることから，

雨水の流出抑制を図る取組が求められています。 

また，近年，渇水が発生していることから，渇水時にも安定的に給水ができる水

運用※59体制の確立が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マンホールの浮上（他市） 

 

道路冠水（市内） 

【東日本大震災の状況】 

 

水道管の継手の破損（他市） 

【集中豪雨の状況】 

 

マンホールからの噴出（市内） 

じん 
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（３）循環型社会の構築への気運の高揚 

平成２７年のパリ協定において，気候変動の抑制を図るため，多国間で温室効果

ガス排出量削減目標の策定義務化が定められるなど，近年，環境負荷の低減が推進

されています。このような中，二酸化炭素排出量の削減のため，国内での電力供給

を取り巻く状況は大きく変わってきており，再生可能エネルギー※23の有効活用が重

要視されています。 

上下水道事業においても，大切な資源である「水」を守り，未来に向かって地球

環境保全に資することが重要であるため，資源の有効活用を図り，環境負荷の低減

に取り組むなど，循環型社会の構築へ貢献していくことが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（４）ＩＣＴ※67などの進展 

携帯電話や携帯情報端末などの機器の進化に加えて，近年，急速に発達したソー

シャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）※42が災害時の情報伝達に大きな役

割を担うなど，ＩＣＴ（情報通信技術）の進展は目覚ましいものがあります。 

このような中，今後，市民生活を支えるライフラインである上下水道においても，

ＩＣＴをより有効に活用し，お客様の生活環境を向上させるとともに，ＩoＴ（イ

ンターネットに様々なものを接続すること）※68の取組を研究しながら，より効率的

な事業運営を推進していくことが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下水汚泥消化ガス※14発電施設（川田水再生センター） 

 

太陽光発電設備（松田新田浄水場） 

ホームページでの開栓・休止受付 
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（１）水道水の利用等について 

ア 水道水の使用状況 

  節水機器の普及や，ライフスタイルの変化に伴う水道水の使用状況の変化など

複合的な要因により，使用水量が減少傾向にあること，また，今後，人口減少が

予測されることから，水需要※60の減少が見込まれています。今後も，水道水の使

用状況を把握しながら，安定的に水需要を確保していくために，水道水の安全性

やおいしさに関する情報をお客様と共有していく必要があります。  

イ 備蓄水の取組を実践 

  備蓄水の取組を多くの世帯で実践するなど，災害への備えの意識が高まってい

ます。一方，応急給水※5体制を把握していない世帯があることから，さらに，危

機管理に関する情報をお客様と共有していく必要があります。 

 

（２）今後の上下水道の取組について 

ア 優先的な取組について 

  「水源・水域の保全」や「施設の適正な管理」，「災害対策」，「安定した経営」

の取組に対する要望が多いことから，今後，これらの意見を踏まえながら，事業

の優先化を検討していく必要があります。 

イ 上下水道に関する情報を確認 

 多くの世帯が上下水道に関する情報を上下水道局の広報紙にて確認している

一方で，危機管理や水のトラブル対応に関する情報提供の要望が多いことから，

より多くのお客様に有益な情報を提供できるよう，情報の内容や，効果的な情報

提供方法などを検討していく必要があります。 

 

【給水人口※12と使用水量の見込み】     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成２９年度上下水道に関する市民意識調査の結果 

人
口
・
給
水
人
口 

人口ピーク 2018 年 

人口の減少等に伴い， 

水の使用量も減少する 

ことを見込んでいます。 

年
間
有
収
水
量 

※64 

推計値 実績値 
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 （１）水道水の安心給水の推進 

ア 水道水の高品質化の推進 

    ＩＳＯ9001※69に基づく松田新田浄水場の品質管理や，水道ＧＬＰ※35に基づ 

   く水質検査など，おいしい水の要件※4 に適合した水道水を提供するため，「水安

全計画」に基づき，水源から蛇口までの水質管理を適切に行ってきました。さら

に，小規模貯水槽※27 の適正管理指導や直結給水※49 への切替を促進するなど，新

鮮でおいしい水の供給に取り組むことで，水道水の高品質化を推進してきました。 

近年，集中豪雨の頻発や渇水の発生に伴い，原水※16の水質変化など新たなリス

クが懸念されることから，今後も，水道水の品質を維持するための対応が求めら

れています。 
 

イ 安定給水の確保 

河川上流域の巡視など水道水源の適正管理や， 

監視魚を活用した自動監視装置の導入などにより 

水質事故の抑制を図ってきました。また，給水要 

望※13 に応じた配水管※54 整備など水道施設等の計 

画的な整備とともに，水道の加入促進に取り組み， 

安定給水を確保してきました。 

 今後は，渇水時などを想定し，将来の水需要※60  

予測を踏まえた水運用※59 への対応が求められて 

います。 
 

ウ 水道施設等の適正な管理 

老朽配水管の計画的な更新や基幹施設である松田新田浄水場の設備更新を実

施するとともに，「第２次上下水道有収率向上計画」に基づき，漏水調査に取り

組み，漏水箇所の早期修繕を実施するなど，水道施設情報管理システム※36を活用

しながら，施設・管路を適正に管理してきました。 

今後は，水需要の減少や多くの施設が更新時期を迎えることから，効果的・効

率的な維持管理や施設・管路の適正な規模等の検証が求められています。 

 

 

 

 

 

 

４ 本市上下水道の現状（計画の評価と課題） 

取水場付近での水質監視 
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【「水道水の安心給水の推進」に係る施策指標の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）下水の適正処理の推進 

ア 生活排水の適正処理の推進 

合流式下水道※22 の改善のほか，汚水管渠※6 の計画的な整備や処理水量※32 に対応

した下水道施設の整備，下水道への接続促進に取り組むとともに，「下水道水質管

理基本計画」に基づき，放流水※58の水質検査などを実施することで，生活排水の適

正処理を推進してきました。 

 今後も，快適な生活環境を確保するため，引き続き，計画的な施設・汚水管渠の 

整備や下水道の適正使用の推進が求められています。 

 

イ 雨水対策の推進 

 市街地への雨水流出による浸水被害の軽減を図る 

ため，雨水幹線※2 の整備や宅地内雨水貯留・浸透 

施設※3の設置促進など雨水対策を推進してきました。 

今後も，集中豪雨に対応するため，河川事業など 

と連携した総合的な雨水対策が求められています。 

 

ウ 下水道施設等の適正な管理 

老朽管渠の計画的な改築・更新や基幹施設である川田水再生センターの改築や設

備更新を実施するとともに，「第２次上下水道有収率向上計画」に基づき，浸入水※33

調査に取り組み，浸入箇所の修繕を実施するなど，下水道施設情報管理システム※15

を活用しながら，施設・管路の適正な管理に取り組んできました。 

しかしながら，浸入水量が想定よりも多く，対策が浸入水の抑制に追いついてい

ない状況にあるため，効果的・効率的な維持管理が必要となります。 

今後は，処理水量に対応した施設・管路の規模等の検証が求められています。 

 

 

基本施策 指標名 
基準値 

(平成 23年度) 

目標値 
(平成 29年度) 

実績値 
(平成 28年度) 

水道水の 

高品質化の推進 

おいしい水の要件※4  

(７項目)の適合率 
100％ 100％ 100％ 

安定給水の確保 
年間水源水質事故発生件数 14 件 7 件以下 3 件 

普及率(水道)  98.1％ 現行水準以上 ※98.0％ 

水道施設等の 

適正な管理 

有収率(水道) 87.4％ 90.5％ 88.2％ 

老朽配水管※54更新率 

（計画進捗率） 
71％ 100％ 100％ 

※ 普及率（水道）の減は，給水区域※11の拡大により，給水区域内人口が増加したことによるもの 

 

きょ 

集中豪雨時（市内） 
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【「下水の適正処理の推進」に係る施策指標の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）危機管理の強化 

ア 危機管理体制の充実 

 想定される危機に対し，迅速かつ的確に応急復旧の 

対応ができるよう，上下水道ＢＣＰ(業務継続計画)※28
 

の見直しを図るなど，緊急時における初動体制を確立 

するとともに，職員の応急給水※5操作の習得など実践 

的な訓練を実施し，危機管理体制の充実を図ってきま 

した。 

今後も，大規模災害に備え，緊急時の応急復旧など， 

他市や関係機関などと連携した迅速な対応ができるよ 

う，危機管理体制の強化が求められています。 

 

 

 

基本施策 指標名 
基準値 

(平成 23年度) 

目標値 
(平成 29年度) 

実績値 
(平成 28年度) 

生活排水の適正処理の

推進 

合流式下水道※22改善率 61％ 100％ 100％ 

整備率(公共下水道※18) 94.7％ 97.9％ 95.9％ 

雨水対策の推進 
重点排水区※25 

雨水幹線※2整備率 
70％ 75％ ※70％ 

下水道施設等の適正な

管理 

有収率(下水道) 68.6％ 70.2％ 68.0％ 

老朽管渠更新率 

（計画進捗率） 
21％ 100％ 74％ 

※ 雨水幹線整備率の実績値が基準値と同値なのは，雨水の放流先である河川の改修事業等の長期化に伴い，H27 に整備ス

ケジュールを見直したことによるもの 

 

緊急時対応訓練 
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イ 施設等の災害・危機管理対策の推進 

松田新田浄水場や，高間木取水場と松田新田浄水場 

を結ぶ導水管※50 の耐震化工事，下水道の重要な幹線 

管路※8の耐震化に計画的に取り組むとともに，施設の 

警備体制を強化し，施設等の災害・危機管理対策を 

推進してきました。 

今後も，大規模な地震発生などに備え，基幹施設・ 

基幹管路※9の耐震化などが求められています。 
 

   

【「危機管理の強化」に係る施策指標の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）環境負荷低減の推進 

ア 環境に配慮した取組の推進 

局庁舎の節電や電気自動車の導入のほか，太陽光発電や小水力発電による再生可

能エネルギー※23 の有効活用，下水汚泥消化ガス※14 発電など上下水道資源の有効活

用により，環境負荷の低減を推進してきました。 

今後も，更なる環境負荷の低減のため，上下水道資源の新たな活用などが求めら

れています。 

 

【「環境負荷低減の推進」に係る施策指標の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

基本施策 指標名 
基準値 

(平成 23年度) 

目標値 
(平成 29年度) 

実績値 
(平成 28年度) 

危機管理体制の

充実 
緊急時対応訓練の実施 実施 充実 充実 

施設等の災害・ 

危機管理対策の 

推進 

基幹施設建築物の 

耐震化工事着手率 

耐震診断 

完了 
75％ 

水道 50％ 

※下水道   

※ 耐震化工事着手率（下水道）の数値が「 」であるのは，水再生センターの施設統廃合決定に伴い，工事スケジュール

を見直したことによるもの 

 

基本施策 指標名 
基準値 

(平成 23年度) 

目標値 
(平成 29年度) 

実績値 
(平成 28年度) 

環境に配慮した

取組の推進 

局庁舎電力消費量の 

削減率(平成 22 年度比) 
18.8％ 20.0％ 21.4％ 

 

 

導水管の耐震化工事 

 

※44 
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（５）お客様サービスの充実 

ア お客様サービスの高品質化 

インターネットによる水道の開栓休止受付サービスや土曜日の電話受付サービ 

スの導入のほか，広報紙やホームページ，各種イベントなど様々な媒体や機会を通

じて広報広聴活動を実施するなど，お客様サービスの高品質化を推進してきました。 

今後は，ＩＣＴ※67などの技術が進展していく中，それらの技術をお客様サービ 

スや広報広聴活動に有効に活用していくことが求められています。 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「お客様サービスの充実」に係る施策指標の状況】 

 

 

 

 

（６）信頼経営の推進 

ア 経営基盤の強化・経営の効率化 

上下水道料金の収納率の向上や企業債残高の縮減に努めることで，財政基盤の強

化を図ってきました。また，職員の能力向上のため，積極的な研修参加により人材

育成を図ることで，経営基盤を強化してきました。さらに，外部委託やアセットマ

ネジメント※1の導入により，経営の効率化を図る取組を実施してきました。 

今後は，人口減少社会の到来などにより，水需要※60が減少し，経営の根幹となる

上下水道料金収入の減少が見込まれることから，アセットマネジメントにより，あ

らゆる資産・資源を活用し，最大の事業効果が得られるよう，事業の優先化・重点

化を図るなど，効果的な事業運営を推進するとともに，民間活力の導入のほか， 

ＩoＴ※68の取組を研究しながら，経営の効率化を図ることが求められています。 

 

基本施策 指標名 
基準値 

(平成 23年度) 

目標値 
(平成 29年度) 

実績値 
(平成 28年度) 

お客様サービスの

高品質化 
お客様満足度 68.2％ 75.0％ 68.9％ 

 

 

上下水道に関する市民意識調査 

 

インターネットによる水道の開栓休止受付 
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また，今後は，技術や技能を有する熟練 

職員の退職が見込まれることから，人材を 

確保するとともに，積極的な人材育成を図 

りながら，若手職員への着実な技術継承が 

求められています。 

      

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【「経営基盤の強化・経営の効率化」に係る施策指標の状況】 

 

 
基本施策 指標名 

基準値 
(平成 23年度) 

目標値 
(平成 29年度) 

実績値 
(平成 28年度) 

経営基盤の強化 

経営の効率化 

企業債残高 

(上下水道事業合計) 
1,278 億円 1,000 億円以下 944 億円 

 

 

 
職員の技術研修 

企業債残高の推移 
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1916（大正５）年 3 月に給水

が開始された当時より，運用開始

した浄水場です。 

当時，水源を日光市の大谷川か

ら送水するという壮大な計画によ

り，自然流下方式を用いて，市街

地への給水開始を実現しました。 

 1985（昭和 60）年 5 月に当

施設は「近代水道百選」にも選定

され，現在は旧管理棟を水道資料

館として開設しています。 

うつのみやの水道・下水道の歴史 

現在の今市浄水場 

 

松田新田浄水場 

創設当初の今市浄水場 

1979（昭和５4）年 1 月に水

源を鬼怒川に求め，自然流下方式

を用いて市内まで配水する施設と

して開設しました。 

 2005（平成 17）年 2 月には

当施設において，ISO9001（顧客

に提供する製品やサービスの品質

の維持・向上を目的とした品質管

理システム）を認証取得していま
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